　全国障害者問題研究会
　第51回全国大会（九州・鹿児島）基調報告
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　常任全国委員会
はじめに
　ふたたび戦争を起こさない決意のもとに制定された憲法施行70年の今年。難民問題や極右勢力の台頭でEU（欧州連合）が揺れています。トランプ大統領のアメリカは、シリアや北朝鮮などで緊張を高めています。日本では、「北朝鮮からの脅威」を理由に、史上初めて自衛隊が「米艦防護」しました。一般市民が監視され、内心の自由が脅かされる共謀罪法案、「教育勅語」を教材として使用を認める閣議決定、防衛省による「安全保障に役立つ技術開発」公募、政権の相次ぐスキャンダルなどつぎつぎと重大ニュースが報じられます。日々のニュースに慣れ、ともすれば大事なことは何か見失いそうです。私たち全障研は、すべての人たちのいのちの尊厳と人権を守る立場から、みんなで学び合い、連帯して発達保障をめざすとりくみをすすめたいと思います。
　昨年7月26日未明、相模原市にある津久井やまゆり園で、死者19人、重軽傷27人という悲惨な殺傷事件が起きました。容疑者は「障害者は生きていてもしかたがない」「安楽死させたほうがいい」という考えと報じられています。こうした優生思想を批判すると同時に、津久井やまゆり園の利用者、家族が安心できる日常をとりもどせたかが重要です。また、福祉労働者のおかれている厳しい労働環境を含め、いのちの尊厳を基本に据えた議論が必要です。ところが、国は「再発防止目的」として、何のための誰のための法改正か説明になっていない精神保健福祉法「改正」を強行しています。
　相模原事件にはノーコメントだった安倍首相は、憲法を改正し、2020年の施行をめざす方針を表明しました。「戦争をしない」「争いごとは武器ではなく話し合いで解決する」という平和主義を守ってきた第９条を空文化することは、海外での無制限の武力行使に道を開くものです。また、戦後きずきあげてきた社会保障や教育などが切り捨てられ、大改悪されようとしています。「地域包括ケア強化」一括法（社会福祉法、総合支援法改正も含む）を突破口に「我が事・丸ごと」地域共生社会政策をすすめ、公的な責任による権利の保障を無いものにしようとしています。
　しかし一方、障害者権利条約の「排除しない＝インクルージョン」の考え方は世界に広がっています。権利条約の締約国報告に対する市民社会からの「パラレルレポート」（以下「パラレポ」）づくりを通して、障害者の実態を明らかにし、制度改善につなげることが必要です。JDF（日本障害フォーラム）は、ジュネーブでの国連・障害者権利委員会に傍聴団を派遣し、パラレポをまとめることを決めました。全障研が加盟するJD（日本障害者協議会）は、このJDFのパラレポづくりに呼応して、「JDパラレポ草案」をキャンペーンしています。全障研は積極的な意見表明とともに「障害者問題研究」44巻4号特集「障害者権利条約の履行状況を検証する」を刊行し、パラレポづくりを推進しています。
　「障害者の権利を守り、発達を保障する」ことをめざした全障研は結成50周年を迎えています。「一人のねがいをみんなのねがいに」を合い言葉にして、さまざまな現場の実態をつかみ、当事者・関係者の努力を共感的にとらえ、問題を提起し、共有しながら実践や研究にとりくんできました。そして、連帯した運動で現状を変革してきました。
　いま、原発被害の福島で、大地震後の熊本で、辺野古の新基地建設、南西諸島へのミサイル部隊が展開される沖縄で、苦しんでいる人たちがいます。貧困問題で、障害者の65歳の問題で、生活と介護をめぐって地域で悩んでいる人たちがいます。障害者のいのちの尊厳と人権を守るため、すべての人たちの平和と発達保障を実現していきましょう。
1．乳幼児期の情勢と課題
　乳幼児期の発達を保障する仕組みと子育て支援は、どこに産まれても、障害があってもなくても必要です。とりわけ発達の弱さや障害のある子どもにとって、早期に必要な療育の支援が受けられることは「育ちの根っこ」をはぐくむことで、未来につながります。早期からの療育支援は、子どもだけでなく保護者にとっても、「育てにくい」と感じていたわが子を理解し、子育ての楽しさを得る大切な機会です。乳幼児健診の場でも、保育園や幼稚園、地域の子育て支援の場においても、それぞれの専門機関が連携しあいながら、親子を支える仕組みが必要です。いま、子育てや療育の支援の仕組み、療育の内容、相談支援との連携などの課題が大きくなっています。
　大会の開催地である鹿児島県は、鹿児島市以外に通園の場がないという状況を変えようと、30年にわたって療育関係者と保護者が運動をつづけ、多くの離島をも含む療育ネットワークをつくってきました。その結果、利用料１割の応益負担が導入された後も、県の制度で「療育の無償」を広げてきました。鹿児島県伊佐市では、自治体施策として療育の重要性を認識し、子ども発達支援センターを中心に、早期から安心して子育てのできる療育システムをつくりあげ、全国から注目されています。同じ鹿児島でも離島では、療育の場や相談支援事業など社会資源の不足で、十分な療育が保障されているとはいえません。厳しい条件の中で子育てをしている保護者は、毎年「障害乳幼児の療育に応益負担を持ち込ませない会」による厚生労働省への要望活動に、直接ねがいを届けています。
　厚生労働省は、すべての市町村に障害児福祉計画の策定を求め、その中で児童発達支援センターを1ヵ所以上設置することとしています。自治体の公的責任を明確にし、関係者とともに地域における療育システムを発展させていきましょう。
　乳幼児期にどのような療育を体験するのか、発達や障害特性をふまえた上で、子どもらしい生活が保障され、必要な専門的な支援が受けられるかどうかは、将来の姿に大きな影響を与えます。にもかかわらず、「療育」と称して「○○をやれば治ります」「こうすれば落ちつきます」といった宣伝文句が親子を惑わせています。「できる」ことを目標に個別の訓練プログラムで、短期間に効果をだそうとすれば、「できないことをできるようにしなくては」と親も子も追いつめられてしまいます。提供している「療育プログラム」を商品さながらに宣伝する児童発達支援事業所が後を絶たない状況です。こうした個別訓練型の「療育」を強調して利用児を増やそうとしているだけでなく、送迎サービスや親子通園がないことを強調する事業所も増えています。これでは子どもへの働きかけや育ちを親も一緒に楽しむという、子どもの未来の土台をつくる大事なとりくみが抜け落ちてしまうことになります。
　支援の入り口や支援内容の決定に深く関わる障害児相談支援事業が本格的に始動して二年。この事業の質についてもつねに子どもと親の視点で改善していく課題があります。自治体によっては、乳幼児健診で発達の弱さが認められ、療育が必要であると思われる場合に、相談支援事業所一覧を保護者に渡すという窓口対応で終わってしまうところもあります。わが子の障害の理解や受容に悩みながら支援の場を探す時期の親に、相談支援事業者を選ぶことが難しいことは容易に想像できます。
　厚生労働省は6月、「児童発達支援に関するガイドライン」をまとめ、療育の内容や質、相談支援事業者との連携などについて、全国共通に整備されるべき内容を示しました。これを議論した検討会では当初、児童発達支援の事業は保育所等の一般施策の「後方支援」といった認識で出発しましたが、療育実践の現場からあそびと生活を大事にした支援の特質についての発言や意見が相次ぎ、乳幼児期の育ちを大事にする観点が盛り込まれました。
　しかし、乳幼児期の支援は子ども・子育て支援制度全体の動向に大きく左右されます。認可保育所の整備や保育士の労働条件改善を後回しにしたままでの「待機児対策」では、発達上の課題をもつ子どもの保育はますます困難になるでしょう。子ども・子育て支援制度の下、厚労省は障害のある子どもの保育を地域型保育事業の居宅訪問型保育等で対応するよう誘導しています。また改定され、来年度から実施される保育所保育指針や幼稚園教育要領において、道徳主義的傾向が強まっていることにも注意を向ける必要があります。
　障害者自立支援法施行以来、基本の枠組みに利用契約や費用の１割負担、報酬の日払い方式という成人と同様の仕組みは今なお実践や施設運営に困難をもたらしています。この問題から目をそらすことなく、乳幼児期のとりくみをすすめていきましょう。
２．学齢期の情勢と課題
　「全国の特別支援学校の教室数が3400教室足りない」。衝撃的な実態が、昨年、新聞で報道されました。特別支援教育の発足から11年、特別支援学校や学級で学ぶ子どもたちの激増に対して必要な条件整備がなされない中、こうした教育条件面の悪化は、特別支援学級や通級指導でも同様です。屋久島ではこの春、担当教員が配置できず、2ヶ月半に渡って訪問教育が中断される事態が生じました。背景には、特別支援学校のない離島における障害児教育を、非常勤講師による訪問教育に限定してきた鹿児島県の実態があります。特別支援学校設置基準の策定や特別支援学級編制基準の改正をはじめ、すべての子どもにゆきとどいた教育を保障するための条件整備は待ったなしの課題となっています。今年度から始まった通級指導担当教員の基礎定数化、次年度から開始される高等学校における通級指導などについても、それがゆたかな教育実践の展開に結実していくよう、条件整備のあり方も含めて注意深く検証していくことが必要です。
①貧困、格差と教育
　子どもたちを取り巻く状況は、厳しさの一途を辿っています。子どもの相対的貧困率は、2016年調査でやや改善されたと報じられましたが、一人親世帯の貧困率は50.8％に達し、子どもたちの毎日の生活とその中での育ちに過酷な条件を強いています。そうした状況のもとにあっても、憲法を改悪し、「日本を戦争のできる国」へ変えようと目論む安倍政権の教育政策は、子どもたちに「強さ」を求めてますます競争を強い、貧困や格差は自己責任だと言わんばかりの論調を加速させています。さらに政権は、教育予算はスリム化し、現場の努力に押し付けて、具体的な手立ては講じていません。
　さらに、貧困や格差をなくすには経済成長しかないといわんばかりに、教育の目的である「人格の完成」は置き去りにして、経済成長に寄与する「人材の育成」に大きくシフトしていることは、疑いようがありません。特別支援教育の発足と同時に開始された全国一斉学力テスト体制の下で、学校は学力向上や規律重視を目標とせざるを得ない状況に追い込まれています。子どもの内面に寄り添おうとするとりくみは、「甘い」「わがままを許している」という同僚からのまなざしの前に、立ちすくまざるを得ない状況があります。競争に勝つための「人材の育成」を目指す教育では、「学校に子どもを合わせるのではなく、子どもにあった学校をつくろう」と、先輩たちが子どもたちの権利を守るための実践と運動の中でつくり出してきた理念に反し、子どもを学校や社会に合わせることになります。こうした動向が強まっていることに強い危機感を覚えます。
②新学習指導要領の問題点
　新学習指導要領は、「学校や社会に子どもを合わせる」という方向を具体的に示しています。指導要領改訂を準備した中央教育審議会答申等の中でとくに目立つのは、「何ができるようになるか（育成をめざす資質・能力）」という表現です。この考え方は、通常の学校はもとより、障害児学校の日々の教育実践の中にも、具体的な形で入り込んできています。そのひとつの表れを、ここでは近年特別支援学校高等部などを中心に広がりを見せている各種の「技能検定」に見てみましょう。「技能検定」とは清掃や喫茶など、具体的な職業分野に関わる「技能」を、民間企業なども参加させて標準化し、「検定」として職業技能の有無や水準を測定・評価しようとするものです。教育の成果や効果が「見える」形で評価できるとして、「分かりやすさ」を売り物にして学校教育に持ち込まれてきました。
　例えば、「清掃検定」では、「卒業後の力につながる」「学校と連携して家庭でとりくむべきことも明確になる」「何より、本人にとって自信につながる」等の「良さ」があげられます。しかし、「社会に出て少しでも役に立つ人材になるように」と、学校生活の多くの時間を割いて「検定」のための清掃にとりくむことが、学校のあり方なのでしょうか。「明日もこの勉強がしたい！」と子どもたちが思える授業になっているでしょうか。「社会」が「必要とする」「資質・能力」を学習指導要領で一方的に規定し、学校はその形成を迫る場所に変質しつつあることに、強い危機感を感じます。
　新学習指導要領は、教師が子どもを見つめ、子どもから出発するはずの日々の授業の内容にもいっそうの縛りをかけようとしています。とくに、知的障害の子どもたちの教育においては、「各教科別の指導」や「各教科等を合わせた指導」の目標が細かく記述され、日々の授業がその目標に沿って展開され、評価されているかなど、教育の方法や評価までを細かく規定する傾向が強くなっています。目の前の子どもに合わせて行われるはずの日々の授業そのものに対して、その授業の目標は学習指導要領の中のどこに書かれているかと、その「根拠」を求められることになりかねません。
③教師の異常な労働実態
　一方で教師の労働に目を移すと、教師の一週間の労働時間は、世界平均の38時間を大幅に上回る54時間にも上るとされる一方、授業や生徒の指導に充てた時間はその半分にも満たない20時間程度にとどまり、事務作業などに忙殺されているのが現状です。新指導要領には「主体的・対話的で深い学び」等、これまで私たちが主張し、大切にしてきた言葉を掠めとったような表現も登場しますが、超多忙化する現場の中では、政策的に新しく持ち込まれた言葉の意味を論議する時間さえ無く、形だけ、言葉だけが一定の強制力を持って実践に入り込むことになりがちです。劣悪な教職員の労働実態を改善することなしには、どのような言葉も、子どもの願いや要求を大切にした「学び」を生み出すことにはつながりません。
　しかし、希望はあります。「あのとき、あの子はどう思ったのだろうか…」「今日はやらなかったけど、友だちの方をちらっとみたような気がした…」「明日はちょっと違う教材で授業をしたら、楽しめるかなぁ…」と、子どもたちの気持ちに思いを馳せ、多忙化の中にあっても上から次々に降りてくる政策に対し、「ちょっとまてよ…」と立ち止まる教師がいます。そして、そんな思いを懸命に受け取り、様々な表情で応えてくれる子どもたちが、毎日学校に通ってきます。そんな教師、子ども、家族、地域をつなぐ語り合いが、確かに広がっています。全障研大会には毎年はじめて参加をする若い教師の顔があります。「みんなのねがい」を使った読者会やサークルは小さくても確かな学びの場です。そして、そのような語り合い、学び合う場に若い教師たちがたくさん集うようになっていることは、未来の教育への確信へとつながっていきます。
④放課後・休日の子どもたちの生活
　「放課後等デイサービス」は、2012年の制度発足時には全国に約2,500カ所だった事業所数が、2016年には約10,000カ所になり、およそ14万人の子どもたちが利用しています。障害のある子どもたちを育てる家庭の生活基盤を支えるための制度として、整備され拡充されてきたことには大きな意味があります。しかし「すべての子どもたちにゆたかな放課後を」と実践を展開する事業所がある一方で、「365日、24時間お子さんをお預かりします」「申し込みの先着10名様にお米をプレゼント」など、顧客開拓と利潤追求を最優先にした事業所の参入が増加しています。職員の労働実態、実践の質など、懸念されることは後を絶ちません。福祉の市場化のいっそうの進行の下で、そこに通う子どもたちも、そこで働く職員たちも、不安定な状況にさらされ続けています。安心して過ごせる地域づくり、仕組みづくりが、運動の中で具体化されていくことが求められます。また、子どもたちが豊かな生活を通して発達を実現していけるような、放課後・休日における実践の創造が課題です。
　障害のある子どもたちの生活。その一日の時間軸を見通すと、就学・猶予免除が当たり前だった状況を克服して、すべての子どもが学校に通えるようになり、放課後や長い休みの間にも通える場所ができたことは歴史的な成果です。私たちは「18歳以降の教育」について、分科会を設けて議論を深めています。そうした中で、様々な新たな課題も浮かび上がっています。歴史の到達点に学び、その歩みに確信を持ちつつ、未来を展望した実践・研究・運動を展望していきましょう。
３．成人期の情勢と課題
　社会保障・社会福祉においても安倍内閣の暴走が続いています。その特徴は、高齢・障害・子ども子育て等々の分野ごとではなく、社会福祉を一括りにして展開されていることです。
①社会福祉制度改悪の総仕上げ？「我が事・丸ごと」地域共生社会
　安倍内閣は昨年7月、「1億総活躍社会ニッポン」の重要な柱の一つに「我が事・丸ごと」地域共生社会の福祉ビジョンを打ち出しました。社会福祉破壊総仕上げのビジョンです。「福祉のパラダイムを転換する」と言いながら関係者による審議もないまま、行政主導で推進する異常さです。
　同ビジョンの当面3年間の改革第一弾が「地域包括ケアの強化のための介護保険等の一部を改正する案」です。31もの法を一括で改悪しました。内容は、介護保険利用料の3割負担導入、長期入院高齢患者を病院から締め出し安上がりな処遇に転換させる「介護医療院」の創設、そして65歳になった障害者を機械的に介護保険に移行させる「共生型サービス」の創設などです。
②社会福祉の公的責任丸投げの「我が事」施策
　社会福祉法「改正」では、利用料値上げ等で利用を抑制し、取り残された人たちの地域生活課題に対応すべき公的福祉の責任を放棄しています。
　「改正」法は、地域における生活課題を把握し、解決するのは地域住民だといっています。その「住民等」とは、地域の住民であり、有償・無償のボランティア、福祉サービス事業者の職員を含みます。しかも相談支援機関は、本来の対象とする人びと以外の相談も拒否せず受けるのですが解決に対する責任は負いません。そこでの福祉事業者の任務は、住民等と相談機関と「連携」し、解決に協力するのです。
　では、市町村は何を担うのでしょうか？これら三者のとりくみを「促進」するための数値目標を地域福祉計画で作成するのみです。権利としての社会福祉要求に誰が責任をもってこたえるのか、まったくもって不明です。これは明らかに憲法25条が定める国（行政）の福祉保障義務の放棄です。「我が事」とは、福祉要求を本人と家族の自助努力に課すだけではなく、自助で解決できないことまで、国（行政）の責任を放棄して「地域住民等」に丸投げするものと言わざるを得ません。
　「制度の谷間をなくす」「一人の漏れもなくす」。これらを住民とともに公的責任を引き出しつつ地域の課題としてとりくんできたのは私たちです。私たちはこうした原点に立ち返って、あらためて地域福祉の在り方を広い視野から考え合っていきましょう。
③安上りで専門性無視の「丸ごと」施策
　「丸ごと」とは、障害者や高齢者など分野ごとの垣根を取りはらって「一本化」するというものです。これで権利の総合保障になるのでしょうか。｢丸ごと｣の中身をみてみましょう。
　一つは相談支援事業の一本化です。たとえば障害福祉分野の仕事をしている事業者でも、高齢者や子どもなどの相談等を担うというのがその趣旨です。体制整備は抜きの安上がりの「一本化」であり、専門分野の総合化といった発想はありません。
　二つは、事業そのものの一本化です。今年4月から「地域づくりに資する事業」の名称で障害者福祉の地域生活支援事業などと並ぶ、高齢者分野や子ども・子育て分野の市町村裁量事業が一体化できるようになりました。しかし費用は「按分（あんぶん）」で、例えば他分野の事業を組み込んだ場合の加算や重複出費もありません。職員増もありません。安上がりで、しかも分野の専門性無視の「丸ごと」なのです。
　三つは、事業の設備や職員配置などの基準の規制緩和による「総合化」「共生型」です。高齢障害者と介護保険利用者の「共生型サービス」の具体的基準はいまだ明らかにされていませんが、建物や設備の、職員の兼務、兼任など、本来の基準を無視したいっそうの規制緩和がすすむことになっています。
　四つめは、職員資格の横断という「丸ごと」です。「地域づくりに資する事業」では異なる分野の職員のフル活用も容認されましたが、近い将来の人材養成では、基礎資格の上に短時間の諸分野講習を受ければどの分野でも働ける制度横断型職員養成が構想されています。こんなことが2、3年で具体化できるでしょうか。職員も簡単な養成で安上がりに雇えるという専門性無視の施策の下では、支援の機械的マニュアル化も危惧されます。
　私たちは、権利の総合保障を願い、制度が不十分な中でも多様で複層的な問題や要求に応える実践をつくり出してきました。隣接分野あるいは一見関係しないかのような専門家とも力を合わせ、互いの専門性を尊重し合いながら協働をして発達保障をめざしてきたのです。しかし、いま政府が打ち出した「丸ごと」施策は各専門の蓄積を無視した安上がりな「兼用」「兼務」でしかありません。私たちが重ねてきたとりくみこそ発展させていく必要があります。
④暴利のための多角経営化という「丸ごと」施策
　今年4月から施行された社会福祉法人制度改悪による多角経営化・大規模化という事業経営の「丸ごと」施策も見逃せません。社会福祉法人の吸収合併制度が法定化されました。本来、非営利であるはずの社会福祉法人に、企業と同じような役員体制が敷かれ、営利企業と同様の会計方式も導入され、処遇費と人件費の削減という暴利で生み出された黒字分での「乗っ取り」や「多角経営」が容認されたのです。
　福祉事業経営に企業化による弊害が持ち込まれようとしています。それらに抗しつつ、利用者の権利を守る、さらに地域生活課題にも応える事業経営の在り方を検討することも課題になっています。
⑤権利の総合保障めざした連携の広がり
　全障研は、結成以来、制度の谷間をつくらない、複層的なニーズにも応えられる権利の総合保障を広範な関係者、住民とともに進めてきました。このとりくみは今も大きく前進しています。
　高齢障害者問題では、老化の早期からの表れ、障害プラス老化という生活歴の重みなど、固有な課題を明らかにすることと結びついた総合保障のとりくみが蓄積されてきています（『障害者問題研究』第45巻第3号予定）。
　相談支援専門員の、基本相談に寄せられる様々なニーズに応える他分野相談員とのネットワークも模索されてきています。
　『みんなのねがい』4月号から鹿児島・麦の芽福祉会の地域実態や住民意識に即した草の根からの「地域生活課題」に応える協同のとりくみみが連載されています。
　九州エリアでは、精神障害者の外出保障等に重要な運賃割引も、関係者の長年のとりくみで一部実現しています。
　地域福祉施策や地域住民の理解が遅れている現実のもとで、障害者権利条約のいうだれとどこで生活するかを選択する権利を保障し、地域で安心して暮らす視点から入所施設の在り方をあらためて問う動きがあります（全国障害児者の暮らしの場を考える会発足など）。
　いずれも、実態に深く立ち入った、きめ細かな、粘り強いとりくみで権利の総合保障に向けて、関係者や他分野の人たち、地域住民とともに現状を打開してきています。
　「我が事・丸ごと」は、急ピッチの、しかも福祉諸分野を一括りにした暴走です。分断を許さない、このことを障害分野からの発信でキーワードにして、諸分野のとりくみと結びついた実態や課題の学習交流をすすめ、共通する要求を吟味し合っていくことが求められています。
４．研究運動の課題
　全障研が結成された50年前は、保育所や幼稚園に入ることもできず、養護学校の設置が都道府県に義務づけられておらず、学校を卒業しても働く場所がなかった時代でした。以来全障研は、多くの仲間と力を合わせて、障害のある人々の権利保障を前進させようとする研究運動を進め、権利としての障害児教育、乳幼児期の療育システム、成人期の生活と労働の場、学齢期の放課後活動の保障など、多くの要求の実現に貢献してきました。
　しかし今、それらの権利保障の歴史を根底から覆すように、「自己責任」「自助」を唱える政策が当然のように持ち込まれ、商品化した「サービス」を経済的な理由などで利用できない人々が拡大しつつあります。その矛盾を糊塗するために、国は「助け合い」「互助」を地域社会や社会福祉法人等に強要し、国家によって保障されるべき基本的人権の保障やナショナルミニマムが縮小され不安定なものにされようとしています。
　そういった局面にあって、障害のある人々や家族の生活、社会福祉、医療、教育などの分野で働く人の労働や実践がどのような実態にあるのかを明らかにしていく研究課題が、私たちにはあります。
　たとえば、障害のある人々に関わる実践は、どのようになっているでしょうか。
　特別支援教育やさまざまな支援事業において、その対象や事業所の増大のもとで、それらで働く人は飛躍的に拡大しています。諸施策は、依然たる地域格差を残しながらも、これまでより広い地域に普及しつつあります。そのなかで利潤本位の事業主体の参入も拡大しています。そういった事業所や働く人の量的拡大に応じて実践の水準を担保するための条件整備はきわめて不十分であり、結果として実践の質が問われない状況や生命に関わる事故も発生しています。障害が重く、より総合的な権利保障と実践の深化が問われる人々への配慮が、充分にはなされなくなっている現実もあります。
　その実践にとりくむ人の意識は、どうなっているでしょうか。
　権利保障の国家責任をあいまいにし、「自己責任」、「自助」と「互助」をとなえる民間依存の政策は、障害のある人々と家族、社会福祉の事業で働く人の生活を困難にし、自らの努力で実践の質を維持しようとする事業主体の経営を圧迫して、「自分のこと」「自分たちのこと」で精一杯という現実をもたらしています。この状況のもとで、人々は分断され、孤立を深めてはいないでしょうか。そして働く人は、「商品化」した実践を利用料の対価として提供するという労働のなかにあります。実践は、活動の量、時間の長さ、そしてその効率性によって評価され、障害のある人々と働く人との関わりのなかで生まれた事実には目が向けられないものになっています。また、そういった事実への気づきを同僚で語り合ういとまもなく、あるいは語り合いの時間は労働時間として評価されない実態もあります。そのために多くの人は、障害のある人々や家族の生きる姿や発達の事実に心を突き動かされて精神的エネルギーをえていくことからは、疎外された日常のなかで働かざるをえなくなっています。そのことは、障害のある人々や家族と力を合わせて実践やその制度を良いものにしていこうとする共同にも、困難をもたらしています。
　しかし、こういった困難のなかにあっても、ここ数年、全障研大会をはじめとする研究会や学習会、サークルや読者会に、社会福祉労働者、教職員、親・家族などの新しい参加者が集い、全障研の研究運動の輪が確実に広がっている事実があります。
　その人たちが、全障研、その研究運動に求めているものは何でしょうか。障害のある人と自らの労働を通して関わるようになった人は、職場に困難な現実があろうとも、こころざしをもってその道を選択し、働く喜びをえたいと願っている存在です。障害を背負いつつ発達要求をもって自己実現を果たそうとする人々と向き合い、日々その姿に苦悩しつつも、ときに励まされて、自らの労働の意味や価値を模索している若い世代が、日本のそこここで働きはじめているのではないでしょうか。
　今、そのことの大切さを再確認し、実践の対象と領域、そして働く人が広域的で普遍的な広がりを見せていることを、障害のある人々の権利保障と発達保障の前進へと転化させていくことが求められる時代に、全障研はさしかかっています。
①まず大切にしたいのは、「障害者の権利を守り、発達を保障する」という全障研の理念と目的を、確信をもって広めていくこと
　人は障害があろうとも共通・普遍の法則性をもった発達の道すじを歩むなかで個性的な自己実現を遂げていきます。発達は、集団のなかで力強くそして個性的になっていきます。「問題行動」とされる裏にも、「良くなろう」と願う発達要求が潜在しています。すべての人は発達要求をもっており、それを実現していくことは平等に与えられた権利なのです。
　そういった権利としての発達が可能になるためには、基盤となる実践とそのための法制度、それを実現する政治や経済のあり方をより良いものにする社会進歩の実現が不可欠です。そのことも全障研のサークルや学習会などで学び合いたいと思います。職場が苦しかったり働き続ける見通しをもちにくいのは、職場のあり方、そして法制度と行財政を規定する政治のあり方と深く関わっています。そのことを認識することによって特に若い世代は、自分の能力の問題としてとらえる「自己責任」や「競争」の呪縛から解放されて、現実と向き合っていくことができます。
②サークルや学習会では、一人ひとりの感性や考え方を尊重し、その言葉や実践のなかにある発達保障への「気づき」を認め合い、大切に包み込むように議論したい
　異質に感じられる他者の視点や論理であっても、障害のある人への思いや愛情を内包したり、実践の行き詰まりの苦悩を反映してはいないでしょうか。働く人自身の発達要求も、様々な困難の中で、それを語り合い認め合うことができなくなったり、ゆがめられてしまうこともあります。
全障研に長く参加してきた人たちは、新しく参加された人に対して、これまでの研究運動で大切にしてきたことを押しつけるのではなく、歴史を語り、一つひとつの言葉の意味するところをていねいに伝え、ともに学び合っていく姿勢を大切にしたいと思います。
③すべての都道府県に支部が作られてきた全障研の歴史に確信をもちつつも、研究や学習の機会をつくれない地域へのとりくみを強めたい
　今大会の開催地鹿児島は、乳幼児期の療育をすべての地域で広めようと、中山間地や離島にも足を運び、つながりを強めてきた地域です。その運動に学び、日本のどこに住んでいても全障研との接点がつくれるよう、NPO法人発達保障研究センターとの共催や障全協、きょうされんなどとの共同を大切にして、学習会などのとりくみを津々浦々に届けたいと思います。また、冊子『発達保障を語り合い、学び合うサークル・読者会をつくろう』を活用して、職場、学園、地域にサークルや読者会を気軽に組織できるようにしたいと思います。職場や地域でとりくみを進めたいと思っている方は、いつでも全障研全国事務局にご相談ください。
　「研究運動」と表現している全障研の活動は、「研究」にとどまるのではなく「運動」としての50年の歴史を重ねてきました。「障害者の権利を守り、発達を保障する」という理念と目的、そしてそのもとで明らかになった研究成果を、実践と運動に生かすためにたくさんの人々に広げていく、いわば「研究をみんなのものに」という活動です。同時に、この運動は研究の担い手を実践にとりくむすべての人々として定義し、「みんなが研究の主人公に」なるために、研究の場としてのサークルなどを広げていく活動です。私たちはそのための大切な媒体として、『みんなのねがい』や『障害者問題研究』、そしてさまざまな本を送り出してきました。
　あなたも全障研の輪のなかにご参加ください。そして『みんなのねがい』『障害者問題研究』、全障研出版部の本をお読みください。学びたい、知りたいというあなたの要求に、きっと応えてくれることでしょう。
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